
予算額 決算額
（見込）

1 30101010 地球温暖化対策事業 その他

「地球温暖化対策推進計画」に基づ
き、市民・事業者などの多様な主体の
協働により、温室効果ガス排出量削
減の取組（緩和策）とともに、温暖化
に起因する異常気象等の気候変動へ
の適応策を推進します。

●川崎温暖化対策推進会議のネットワークを
活用した協働の取組の推進（会員数：全108団
体）
●かわさきエコ暮らし未来館等を活用した普及
啓発の実施（来館者数：14,688人）
●「地球温暖化対策の推進に関する条例」に基
づく計画書・報告書制度の運用及び優れた取
組を行った事業者への表彰の実施
●優れた環境技術・製品等を認定・認証する低
ＣＯ２川崎ブランドの認定（認定件数：12件（全
97件））

118,892 114,587 3 P2

2 30101020
環境エネルギー推進
事業

その他

低炭素社会の構築や自立分散型エネ
ルギーの確保に向けて、創エネ・省エ
ネ・蓄エネを組み合わせ、総合的なエ
ネルギーに関する取組を推進します。

●市民・事業者に対する創エネ・省エネ・蓄エネ
設備等設置支援事業の実施（補助件数 市民
向け：累計7,484件、事業者向け：累計130件）
●共同住宅等への再生可能エネルギー導入調
査の実施及び調査結果を反映した共同住宅向
け補助制度の開始
●公共施設への環境配慮技術の導入促進

47,405 28,496 3 P4

3 30101030
次世代自動車等普及
促進事業

その他

自動車利用における地球温暖化対策
の推進に向け、電気自動車や燃料電
池自動車等の次世代自動車の普及
やエコドライブの普及に向けた取組を
推進します。

●国や近隣自治体と連携した次世代自動車の
普及促進
●燃料電池自動車の普及に向けた水素ステー
ション整備に係る検討の実施
●エコドライブの推進（マイカー向けエコドライ
ブ講習会の開催回数及び参加者数：3回、57人
（累計670人））

7,814 4,609 3 P6

4 30101040
グリーンイノベーショ
ン・国際環境施策推進
事業

その他

本市の強みと特徴である、環境技術・
産業の集積を活かし、国際貢献を果
たすとともに、次世代の川崎の活力を
生み出し持続可能な社会を創造して
いきます。

●環境ビジネスの展開支援についての研究会
の開催及び取組結果の検証
●リーフレット等の作成・配布や「エコプロ展」等
の展示会への出展（出展回数：6回）等を通じた
情報発信の実施

12,591 11,615 3 P8

5 30101050 環境教育推進事業 その他

環境配慮の考え方が定着することに
より、市民・事業者・行政が協働して
環境保全に取り組むことができるよ
う、教育プログラム、人材育成、情報
発信を充実します。

●イベント等のチラシ配布や市ホームページで
の情報発信など環境保全活動の輪を広げる取
組の実施
●環境副読本の作成及び小学校4年生及び中
学校1年生への配布など環境教育・学習の推進
●地域環境リーダー育成講座の実施（修了生
:17人（累計348人））

3,824 3,499 3 P10

6 30201010
大気汚染防止対策事
業

許認可
等

工場・事業場から排出される大気汚
染物質の排出状況等の監視や、環境
基準の達成維持に向けた排出量削減
等の取組を進めます。また、建築物
等解体作業時の石綿飛散防止対策
を推進します。

●工場・事業場から排出される大気汚染物質
の排出量の監視及び削減指導の実施（報告件
数：282件）
●二酸化窒素等の把握に係る届出審査及び立
入調査の実施
●光化学オキシダント及びＰＭ２．５の原因物
質であるＶＯＣの削減に向けた排出事業者向け
排出抑制セミナーの開催（参加者数：256名）
●VOC排出事業所へVOCの使用状況等をヒア
リングし、今後の削減方策を検討（ヒアリング実
施数：37社）
●適切な解体工事等の実施に向けた届出審査
及び指導による石綿の飛散防止対策の実施

67,178 60,558 3 P12

7 30201020
有害大気汚染物質対
策事業

その他

環境モニタリングを行うとともに、工
場・事業場周辺の排出実態調査を行
い、環境汚染の未然防止を行いま
す。

●大気汚染防止法に基づく、市内４地点での有
害大気汚染物質の環境モニタリング調査の実
施（年12回）
●工場・事業場周辺の有害大気汚染物質の排
出実態調査結果に基づく指導・助言の実施（調
査実施数：2回）

5,091 4,288 3 P14

8 30201030
環境大気常時監視事
業

その他
環境モニタリングを継続して実施する
とともに、新たな環境課題に対して的
確な対応を図ります。

●市内全18監視測定局で常時（24時間365日）
連続測定の実施
●放射能関連施設周辺の空間放射線量率、放
射性物質濃度等調査の実施（実施件数：年間
12回）

137,901 130,551 3 P16
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9 30201040
自動車排出ガス対策
事業

その他

自動車から排出される窒素酸化物等
の削減に向け、低公害車の普及促進
やディーゼル車運行規制、国・関係自
治体等と連携した対策などの取組を
行います。

●低公害車導入補助の実施(5台)
●環境配慮行動メニューをHP等により周知
●ディーゼル車運行規制の順守に向けた立入
検査の実施（4回）
●エコ運搬制度の運用による、指定荷主・指定
荷受人における要請の実施（115事業所、
12,741件）及び事業者ヒアリングの実施による
課題の抽出
●シミュレーション実施に係る調査について
は、昨年度構築されたモデルを基に、将来窒素
酸化物濃度の推計を実施

19,628 13,221 3 P18

10 30201050
水質汚濁防止対策事
業

許認可
等

水環境の保全に向けて、河川・海域
等の環境基準・環境目標の達成・維
持をめざすとともに、水環境保全の啓
発のためのイベント等を開催します。

●「水環境保全計画」に基づく取組の推進及び
水環境に係る指標の考え方に関する整理の実
施
●公共用水域の水質調査（年12回）、生物調査
等の実施
●法条例に基づく工場・事業場の監視・指導の
実施（報告件数：695件）
●水環境保全に係る普及啓発の実施（年2回）

38,350 36,169 3 P20

11 30201060 土壌汚染対策事業
許認可
等

土壌汚染対策のため、法・条例に基
づく事業者への指導・助言等を行うと
ともに、地下水の状況把握及び汚染
井戸の継続的監視を実施します。

●土壌汚染対策法及び公害防止等生活環境
の保全に関する条例に基づく指導・助言の実施
●水質汚濁防止法に基づく地下水の水質の状
況の把握（定点調査数：9地点）、汚染井戸の継
続的監視
●水質汚濁防止法に基づく有害物質使用特定
事業場等への指導の実施（44件）

15,767 11,895 3 P22

12 30202010
減量リサイクル推進事
業

その他
循環型社会の構築をめざし、ごみの
減量化及びリサイクルを推進するた
め、各種事業を実施します。

●市内の小学校における出前ごみスクールの
開催（１３５回）
●廃棄物減量指導員協議会の開催（２２回）
●市内の町内会・自治会等を対象としたふれあ
い出張講座の開催（１２０回）
●生ごみリサイクルリーダーの小学校の環境
学習等への派遣（１，８２８人に対応）
●ごみゼロカフェの開催（３回）

208,410 190,159 3 P24

13 30202020
事業系ごみ減量化推
進事業

その他
事業系ごみの減量化・適正処理を図
るため、排出事業者への普及啓発・
指導を行います。

●事業系ごみの減量化等に向けた多量排出事
業者等に対する指導・広報の実施（立入調査実
施件数：２１６件、事業系一般廃棄物焼却量：１
０５，４８６ｔ）
●大規模商業施設と連携した食品ロス削減イ
ベントを３回実施（食べきり協力店２５０店）
●フードバンクと連携してフードドライブを開始

4,631 3,514 3 P27

14 30202030 資源物・ごみ収集事業 その他

市民生活を支えるライフラインとして、
排出された資源物・ごみを安定的か
つ安全に収集するとともに、委託化さ
れた収集業務についても適正に執行
されるよう指導等の取組を進めます。

●資源物等の委託収集、モニタリング業務の
実施
●普通ごみの直営収集の実施
●ふれあい収集の実施
●４生活環境事業所体制への移行及び生活環
境事業所の機能強化に向けた検討

3,173,556 3,162,085 3 P29

15 30202040 資源物・ごみ処理事業
施設の
管理・運
営

分別収集した資源物の中間処理を行
い、適正に資源化を行うとともに、焼
却ごみについては処理センターにお
いて適正かつ安定的に処理を行いま
す。

●資源化処理施設等の整備方針の検討の実
施
●焼却ごみの適正かつ安定的な処理の実施
（３５６，０４４ｔ）
●３処理センター体制における円滑な処理体
制の検討
●処理センターの運転操作業務の一部委託化
に向けた検討の実施
●放射性物質が検出され保管している灰の安
全な保管及び試験的埋立の実施（３，２２７ｔ）

3,565,007 3,511,181 3 P31

16 30202050
廃棄物処理施設基幹
的整備事業

その他
廃棄物処理施設の安定的な運用のた
め、廃棄物処理施設等の大規模改修
を実施します。

●浮島処理センター基幹的施設整備事業にお
ける基幹的設備改良工事の本契約の締結

506 446 3 P33
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17 30202060
廃棄物処理施設建設
事業

その他
廃棄物処理事業を長期安定的に運営
していくため、老朽化した施設につい
て建替等を行います。

●橘処理センター建設工事の実施
●堤根処理センター整備事業に関する環境影
響評価手続の実施及び施設基本計画のとりま
とめ
●入江崎クリーンセンター施設整備計画のまと
め

2,145,434 2,396,092 3 P35

18 30202070 廃棄物企画調整事業 その他

地球環境にやさしい持続可能なまち
の実現をめざして、「一般廃棄物処理
基本計画」に基づき、３Ｒ等を推進し
ます。

●「一般廃棄物処理基本計画」に基づく取組の
推進に向けた進捗管理及び達成状況等の公表
●ＥＶごみ収集車の今後の活用に向けた検討

6,676 4,198 4 P37

19 30202080
余熱利用市民施設・
橘ＲＣＣ運営事業

施設の
管理・運
営

ごみ焼却に伴う余熱を有効利用した
余熱利用市民施設の管理運営を行う
とともに、橘リサイクルコミュニティセン
ターの管理運営を行います。

●指定管理者による管理運営の実施（施設利
用者数　余熱利用市民施設：４８７，６５３人、橘
RCC：１４，７５３人）
●市によるモニタリングの実施
●堤根処理センター建替えに伴う堤根余熱利
用市民施設のあり方の検討・整理

203,420 207,668 4 P39

20 30301050 生物多様性推進事業 その他
地域に息づく生き物の生息環境の保
全、普及啓発などの取組を進めます。

●生き物調査の実施やプロジェクト事業の進捗
状況の取りまとめなど「生物多様性かわさき戦
略」に基づく事業の推進
●「生物多様性かわさき戦略」の改定に向けた
調査・検討
●各種イベントでのパネル展示などによる普及
啓発等の実施、また、かわさき生き物マップの
運用による市内の生き物情報の発信（かわさき
生き物マップへの投稿件数：目標2,000件のとこ
ろ3,136件）

3,213 4,123 3 P41

21 40204010
スマートシティ推進事
業

その他

低炭素社会の構築に向け、より一層
のエネルギーの効率的な利用や、市
民生活等の利便性・快適性の向上、
安全・安心の確保を図るスマートシ
ティの取組を推進するため、学識者や
事業者等と連携しながら、実証事業を
行うとともに、同事業の結果等を踏ま
えた取組を進めます。

●スマートシティに関連するリーディングプロ
ジェクトの推進 (1件）
●川崎駅周辺地区スマートコミュニティ事業委
員会の開催（講演2回、視察1回）

6,909 6,401 3 P43
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予算額
決算額
（見込）

1 10101010
防災対策管理運営
事業

その他

国土強靱化地域計画や地域防災計

画等、各種の計画を推進し、市の災

害対応力の向上を図ります。

●「国土強靱化地域計画」及び「地震防災戦

略」の進捗確認と次期計画に向けた改定方針

の確認

●「地域防災計画（震災対策編、風水害対策

編）」の修正、令和元年東日本台風の検証を

踏まえた「地域防災計画（風水害対策編）」の

修正に向けた検討

●「業務継続計画（自然災害対策編）」の素

案の作成

●救助実施市としてのマニュアル整備、連携

体制の構築

1,086,258 1,431,758 3 P●●

2 10101020 地域防災推進事業
イベント

等

自主防災組織の育成、民間企業と

の連携、防災訓練や研修等による、

自助・共助（互助）・公助の取組・連

携の強化や各主体の防災意識の向

上により、地域防災力の向上を図り

ます。

●補助金等の活用による自主防災組織への

支援の実施

●避難所運営体制の強化（会議開催：

92.0％、訓練：156回）

●市内全戸を対象としたタブロイド版防災広

報誌の作成
●九都県市合同防災訓練を実施したほか、各

区で区総合防災訓練を実施（計11回）

●全局を対象とした市災害対策本部図上訓

練、災害対策本部研修等（4回）及び避難所

運営要員研修（31回）を実施

123,098 99,882 3 P●●

3 10101030 防災施設整備事業
施設の

管理・運

営

防災関連の施設、各種情報通信シ

ステム等を整備し、市の災害対応力

及び地域防災力の向上を図ります。

●同報系防災行政無線屋外受信機の増設

（増設数：5台）
●戸別受信機更新及び施設割込み放送拡充

●デジタル移動系・多重系防災行政無線の

再整備に係る実施設計

●次期防災情報システムの整備に向けた業

務調書の作成

●狭小倉庫対応に向けた新たな備蓄倉庫の

設置（3校分）

552,824 488,904 3 P●●

4 10101040
臨海部・津波防災対

策事業
その他

コンビナート災害対策や津波対策な

どを実施し、臨海部の総合的な防災

力の向上を図ります。

●津波避難施設の拡充（新規で１か所を指定

し、合計で104か所）
●臨海部広域防災訓練等の実施（孤立を想

定し、関係機関と連携した船舶搬送訓練等）

●津波被害軽減研究の推進（実証実験の実

施・避難シミュレーションの作成）

●臨海部防災対策計画の修正（羽田空港の

機能強化に伴う新飛行経路の運用への対応

等）

1,115 917 3 P●●

5 10101050
帰宅困難者対策推

進事業
その他

一斉帰宅の抑制の周知や帰宅困難

者用一時滞在施設の確保等を行

い、災害時における混乱を抑制する

とともに、二次災害を防止します。

●帰宅困難者一時滞在施設の指定による収

容人数の増加（1,000人増）

●主要駅（川崎駅、武蔵小杉駅）における実
動訓練の実施

●帰宅困難者用一時滞在施設（川崎競輪場

ほか計4施設）における開設訓練の実施

●新規施設への備蓄品等の配備

2,904 4,370 3 P●●

6 10101070 本庁舎等建替事業 その他
本庁舎等について災害対策活動の
中枢拠点としての耐震性能を確保す

るため、建替えの取組を進めます。

●再入札に向けた設計・積算・発注条件等の

一部見直し・調整

●旧本庁舎地下解体工事の着手（完成は令

和２年４月予定）

331,557 174,597 4 P●●

7 40205010
地域情報化推進事

業
その他

市民生活の更なる利便性の向上等
を図るため、市内の公衆無線ＬＡＮ

環境の構築を進めるとともに、地域

情報の効果的な発信を図ります。公

共データを市民サービスやビジネス

につなげるため、オープンデータの

公開を進め、その効果的な利活用を

推進します。

●かわさきWi-Fiの利用範囲の拡張（アクセス

ポイント数：目標2,000か所のところ実績1,741
か所）

●「かわさきアプリ」のサービス拡充（アプリダ

ウンロード数：242,826回）

●「イベントアプリ」のサービス提供(民間事業

者等登録数：206団体)

●更なるオープンデータの公開（公開数：226

データセット）

●川崎市LINE公式アカウントの開設

31,964 27,501 4 P●●

8 40205020
行政情報化推進事

業
その他

「情報化推進プラン」に基づく情報化

関連施策の進捗管理を進めるととも

に、マイナンバー制度の効果的・効

率的な運用や、働き方・仕事の進め

方改革に基づいたＩＣＴの活用を図り

ます。

●情報化推進本部会議における情報化関連

計画のスケジュールの確認

●他の自治体等とのマイナンバーによる情報
連携の安定的かつ円滑な運用

●番号法の一部改正を踏まえた本市番号条

例及び同施行規則の改正

●マイナポータルを用いた電子申請（介護や

被災者支援分野の検索に対応）

●モバイル端末やテレビ会議等の利用促進

●本庁舎建替えに向けた新たなICT環境整備

における方向性の検討

22,094 31,273 3 P●●

令和元年度の主な事務事業の評価結果一覧（総務企画局）

番

号

事務事業

コード
事務事業名

サービス

分類

事務事業の概要

（簡潔に記載）
主な取組の実績

事業費

（千円） 事業の

達成度

参考資料

掲載頁

①「政策体系別計画に記載

のある事務事業」及び「施策

を推進する経常的な事務事

業の中でも特に重要なものや

進捗に遅れのあるもの」を掲

載

②市民サービス等の分類を

記載

※分類区分

○施設の管理・運営

○補助・助成金

○イベント等

○表彰・顕彰・認定

○参加・協働の場

○公聴及び相談・苦情申し立

ての聴取等

○許認可等

○出版物等

○その他

③事務事業の概要を記載

④令和元年度に実施した主

な取組の実績を定量的な数

字を含めて記載

⑤令和元年度の予算額及び

決算額（見込）を記載

⑥事務事業の達成度を記載

※達成状況区分

１．目標を大きく上回って達成

２．目標を上回って達成

３．目標をほぼ達成

４．目標を下回った

５．目標を大きく下回った

⑦参考資料における当該事

務事業の評価シートの掲載

ページを記載

主な事務事業の評価結果一覧の見方 

令和元年度の主な事務事業の評価結果一覧は、各局が所管する事務事業のうち、「政策体系

別計画に記載のある事務事業」及び「施策を推進する経常的な事務事業の中でも特に重要な

ものや進捗に遅れのあるもの」を取りまとめ、個別に進捗状況をお示ししたものです。 

一覧の見方は次のとおりです。 
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